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上場会社名 三国コカ・コーラボトリング株式会社 上場取引所 東証 市場 1 部 
コード番号 ２５７２ 本社所在都道府県 埼玉県 
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代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 八藤 南洋 
問合せ先責任者 役職名 執行役員経理部長 氏名 野田 清次         ℡ (048) 774－1132 
決算取締役会開催日 平成 17 年 2 月 14 日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１．16 年 12 月期の連結業績（平成 16 年 1 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日） 
(１)連結経営成績 （百万円未満切捨て表示） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
16 年 12 月期 133,783 (   4.8)  5,358 (  39.7)  5,155 (  35.0)  
15 年 12 月期 127,710 ( △3.7)  3,834 (△29.7)  3,820 (△22.0)  
 

 当 期 純 利 益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％ 
16 年 12 月期 807 (△65.9) 13 90 ―  1.3 6.7 3.9 
15 年 12 月期 2,366 (  12.3) 43 12 ―  3.8 4.8 3.0 
 
(注)①持分法投資損益 16年12月期 55百万円 15年12月期 217百万円 
  ②期中平均株式数(連結) 16年12月期  53,847,856株 15年12月期  54,155,820株 
  ③会計処理の方法の変更 無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益各欄におけるパーセント表示は、対前期増減率 
(２)連結財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
16 年 12 月期 74,293 62,005 83.5 1,157 15 
15 年 12 月期 78,888 62,888 79.7 1,160 16 

(注)期末発行済株式数(連結) 16年12月期  53,533,716株 15年12月期  54,180,280株 

(３)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16 年 12 月期 2,157 △ 2,385 △ 1,686 4,868 
15 年 12 月期 9,836 △ 9,616 △ 2,867 6,784 

(４)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 10 社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数 1 社 

(５)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） 0 社  （除外） 0 社      持分法（新規） 0 社  (除外) 0 社 

 
２．17 年 12 月期の連結業績予想（平成 17 年 1 月 1日～平成 17 年 12 月 31 日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 
中間期 
通 期 

64,700 
137,000 

2,000 
5,200 

1,000 
2,700 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 49 円 33 銭 
   営業利益（通期） 5,400 百万円  （中間期） 2,200 百万円 
 

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成しており、実際の業績は様々な
要因により異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の（連結）７ページを参照
して下さい。 
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企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況企業集団の状況    
 当社グループは、当社、子会社 10 社、関連会社 1 社で構成され、清涼飲料の製造・販売を主な事業内容
としている他、当該事業に関するサービス業務をはじめとするその他事業活動を展開しております。また、
その他の関係会社が 1社あります。 
各事業における当社および子会社、関連会社の位置付け等は次のとおりであります。 
 
 

事業区分 主な事業内容 会社 

 

飲料部門 

 

清涼飲料の製造・販売 

 

当社 

三国フーズ株式会社 

三国アセプティック株式会社 

ｺｶ・ｺｰﾗｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ株式会社 

 

コーヒー部門 

 

コーヒーの焙煎加工・販売 

 

クリスタルコーヒー株式会社 

三国フーズ株式会社 

清 

涼 

飲 

料 

事 

業 

 

飲料関連部門 

 

飲料事業に関する物流業務 

販売機器の賃貸・メンテナンス業務 

 

当社 

三国ロジテク株式会社 

三国ﾍﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ株式会社 

三国自販機サービス株式会社 

三国フーズ株式会社 

三国サービス株式会社 

 

ワイン部門 

 

酒類の販売 

 

三国ワイン株式会社 

 

保険・リース部門 

 

損害保険・生命保険代理業 

販売機器を除く動産賃貸業 

 

三国サービス株式会社 
そ 

の 

他 

の 

事 

業 

 

その他の部門 

 

清涼飲料を除く食品の販売 

旅行業 

自動車修理業 

飲食店の経営 

 

当社 

三国フーズ株式会社 

三国サービス株式会社 

新三国モーターズ・サービス株式会社 

株式会社サルーテ 
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事業系統図事業系統図事業系統図事業系統図    
 

三
国
コ
カ
・コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

三
国
コ
カ
・コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

三
国
コ
カ
・コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

三
国
コ
カ
・コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱    

三国ワイン㈱ 

新三国モーターズ 
サービス㈱ 

三井物産㈱ 

クリスタルコーヒー㈱ 

三国フーズ㈱ 

コカ・コーライースト 
ジャパンプロダクツ㈱ 

㈱サルーテ 

三国ベンディング 
オペレーション㈱ 

三国アセプティック㈱ 

三国自販機サービス㈱ 

三国サービス㈱ 

三国ロジテク㈱ 

コーヒー 

販売機器の設置・修理 

運送・配送・構内荷役 

リース・旅行の斡旋 

商品・リース 

商品・リース 

自動車の修理 

納入代行 

生産再委託 

飲食サービス 

リース・保険代理業 
旅行の斡旋 

製品・商品 

コーヒー 

酒類 

自動車の修理 

製品・商品 

製 品・商 品・リース 

生産委託 

連結子会社 

その他の関係会社 

持分法適用関連会社 

得得得得    

意意意意    

先先先先    

・・・・    

消消消消    

費費費費    

者者者者    

当社グループは、三井物産㈱より原材料等を仕入
れております。 
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経 営 方 針       

１．経営の基本方針 
当社グループは、「創造・協調・挑戦」の三精神の下、激しい経営環境の変化に的確・迅速に対
応し続けることにより企業価値の向上に努めてまいります。 

 また、地域社会、環境保全等への貢献を通じて企業としての社会的責任を果たし、社会的価値の
増大に努めてまいります。 

 これらにより、消費者、取引先、株主の皆様から信頼され続けるとともに、常に期待され、その
期待に応え続ける企業グループ形成を目指して取り組んでまいります。 
 

２．利益配分に関する基本方針  
 当社は、1 株当たり利益の増大と株主の皆様への安定的利益配当を重要な経営政策の一つと位置

づけております。 
上記の方針に基づき、当期の利益配当金は 1 株につき 10 円とし、中間配当金（1 株につき 10 円）
を含め、年間配当金は 1 株につき 20 円を予定しております。 

また、当期中に自己株式を 628,100 株取得し、すべて消却いたしました。 
内部留保金につきましては、株主への安定的な利益還元に備えるとともに、有効な戦略投資を行

い企業体質の強化に努めてまいります。 
 

３．株式の投資単位の引き下げに関する考え方および方針等 

当社は、個人を含め投資家の皆様により投資しやすい環境を整えることを目的に、平成 16 年 10
月 1 日より1 単元の株式数を 1,000 株から 100 株に引き下げました。 

 
４．中長期的な会社の経営戦略 
当社グループは、変化の激しい経営環境のなかでも、「収益力強化」・「利益体質への転換」を図

り永続的な発展を目指すため、『経営変革』と『営業革新』をスローガンとした中期経営計画（平
成 15 年度から平成 17 年度）を策定し推進いたしております。 

中期経営計画の基本方針および基本戦略は以下のとおりであります。 
(1) 基本方針 
販売力・収益力強化に向けた構造改革の実行 

～「選択と集中」を基盤とした経営資源の再配分～ 
(2) 基本戦略 

①抜群のシェアと販売力を生み出す営業革新 
②総合力を高めるグループ戦略の再構築 
③収益確保に向けたコスト構造改革 

④コカ・コーラシステムへの協働体制の構築 
⑤人・組織の活性化に向けた人事制度改革 

 
５．会社の対処すべき課題 
個人消費が本格的に回復するまでには、なお時間がかかるものと思われ、今後も厳しい経済環
境が続くことが予想されます。 
清涼飲料業界においても消費者ニーズが多様化するなかでの新製品開発競争や販売競争が一
層激化し、経営環境はますます厳しさを増すものと思われます。 
このような状況のなか、当社グループは中期経営計画の最終年度としてこれまでに実行した諸
施策の成果をあげるとともに基本方針・基本戦略に基づく更なる構造改革を実施し販売力・収益
力の拡大に努めてまいります。 
具体的には、グループ戦略の再構築として「グループ会社の市場競争力を強化し、グループ外
取引の拡大および事業の見直し」、コスト構造改革として「業務プロセスの整理・再構築」に取
り組み、効率的な経営を目指してまいります。さらに、コカ・コーラシステムの協働体制として
関東圏（１都９県）を営業地域とするコカ・コーラボトラー４社（当社、利根コカ・コーラボト
リング株式会社、東京コカ・コーラボトリング株式会社、コカ・コーラセントラルジャパン株式
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会社）のチェーンストア本部商流部門を統合した任意組合「コカ・コーライーストジャパンチェ
ーンストアセールス」を平成１７年１月に設立し、事業を開始することといたしました。これに
より、今まで以上に付加価値の高いサービスの提供ができるものと思われます。 
 
 

６．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

<コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方> 
 当社はコーポレート・ガバナンス強化が重要課題と認識しております。コーポレート・ガバナン
ス強化に向け経営の効率性、健全性、透明性の確保を図る取り組みとしてステークホルダー（株主・

従業員・取引先・顧客・地域社会）との円滑な関係構築、適時適切な情報開示、取締役会・監査役
（会）の監督機能の充実等の具体的施策を実施することにより企業価値を持続的に高めてまいりま

す。 
  
<コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況> 

（1）会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナ
ンス体制の状況 

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会は、社内取締役 4 名、社外取締役 2 名の 6 名
で、迅速な経営判断ができるよう少人数で構成されており、原則月 1 回、必要に応じ随時開催
しております。 

監査役は社外監査役 2 名を含む 3 名で構成されております。監査役 3 名の内 2 名が常勤監査
役として取締役会・経営会議に出席する他、その他重要な会議にも積極的に出席し、必要に応

じ意見を述べ、経営の監督を行っております。 
当社は、平成 14 年 3 月より執行役員制度を導入しております。取締役会において選任された
執行役員が業務執行を分担する体制とし、業務執行の迅速化と責任の明確化を図っております

（現在、取締役兼務者 4 名を含む執行役員を 10 名選任しております）。また、経営会議を週 1
回開催し、社長ならびに社長より任命を受けた者（常勤取締役・執行役員）による経営重要事

項の審議を行っております。 
その他、当社グループはコンプライアンス委員会、危機管理委員会を設置しております。 
社外役員の専従スタッフは配置しておりませんが、取締役会・監査役会事務局を担当する総

務広報環境部法務ＩＲ室において適宜対応しております。 
 

（2）会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害
関係の概要 
社外取締役 2 名および社外監査役2 名と当社の間には特別な利害関係はありません。 

 
（3）会社のコーポレート・ガバナンス充実に向けた取り組みの最近 1 年間における実施状況 

本事業年度において、取締役会を11回開催し、商法で定められた事項および重要事項の決定、
業務執行状況の報告を行ってまいりました。また、経営会議は 48 回開催し、経営重要事項の審
議を行ってまいりました。監査役会は 10 回開催され監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

業務の分担等の決定に基づき経営の監督状況の報告および意見交換を実施してまいりました。
また、監査役と監査室（社長直轄の業務監査部門）が単独ないし連携して当社および子会社の

業務監査を実施してまいりました。 
内部統制システムの面では、情報開示の一元管理を図るため法務ＩＲ室を設置いたしました。
また、個人情報保護法の本年 4 月施行を前に、コカ・コーラシステム全体でシステムの構築に

取り組んでまいりました。 
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<当社のコーポレート・ガバナンスおよび内部統制の仕組み> 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

７. 環境経営への取組み 
当社グループは環境経営を重要な経営課題として捉え、業務改善と環境改善の両立を目指してお

ります。ISO14001の運用（2003年11月当社グループ全拠点で認証取得）のほか、コカ・コーラグル
ープ独自の環境マネジメント「ｅＫＯシステム」を導入し、環境負荷の低減と、循環型社会形成の
実現に貢献してまいります。また、教育・文化・福祉・スポーツなどへの社会貢献活動を今後も継

続して実施し、企業市民としての責務を果せるよう努めてまいります。 

株 主 総 会 

取締役会 

社長 

経営会議 

監査役会 

事業部門 監査室 

会
計
監
査
人 

コンプライアンス委員会 危機管理委員会 
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経営成績および財政状態 

１．経営成績 

(1) 当連結会計年度の概況 
当期のわが国経済は、企業収益の改善に伴い設備投資が増加し、緩やかな景気回復が見られたも
のの雇用情勢は依然厳しく、個人消費の伸びも鈍化するなど足取りに弱さが見られました。 
清涼飲料業界におきましては、相次ぐ台風上陸や新潟県中越地震等大きな影響があったものの記
録的な猛暑により市場規模は前年に比べ拡大いたしましたが、依然企業間のシェア争いや販売価格
の下落等により企業収益を圧迫する厳しい状況が続いております。 
このような状況のなか、当社グループは中期経営計画の２年目として『経営変革』と『営業革新』
をスローガンに、販売力・収益力の更なる強化に努めてまいりました。 
営業面では、コカ・コーラシステムの一員として「コカ・コーラ」「ジョージア」「爽健美茶」「ア
クエリアス」の主要4大ブランドの再活性化と価値強化のため、各カテゴリーのリニューアル、「コ
カ・コーラＣ２」、「颯爽（さっそう）」、「パワーエイド」等の新製品を発売し販売拡大を図るととも
に、商品フレッシュネス活動の推進、カスタマーセンターシステムの改善を実施してまいりました。
また、販売力強化、配送効率向上、ならびに更なる顧客サービスの向上を図るため埼玉県に「三芳
配送センター」を新設し近隣の2支店・1営業所を新拠点に移転・集約した他、新潟県に２営業所を
新設いたしました。 
生産・物流面では、コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社（関東コカ・コーラボト
ラー4社共同製造会社）とともにコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社（全コカ・コーラボト
ラー社と日本コカ・コーラ株式会社の共同出資会社）を通じ生産・物流の効率化を推進してまいり
ました。その一環として、平成17年１月よりコカ・コーラシステムの調達・製造・物流におけるす
べての業務をコカ・コーラナショナルビバレッジ株式会社に移管し全製品を全国規模で統括する新
サプライチェーンマネジメントが始動いたしました。 
管理面では、財務基盤安定化のため、当社を母体とする厚生年金基金について９月30日付けで厚
生労働省より解散認可を受け同日付をもって解散し、10月１日より確定拠出年金を中核とする新た
な退職年金制度に移行いたしました。また、当社グループ全体の業務標準化・効率化を図るため、
グループ会社の定型管理業務の集約に向けた取り組みを推進してまいりました。 
グループ会社では、清涼飲料事業のさらなる強化を図るため、三国フーズ株式会社と一体となっ
てベンディングビジネスの積極的な開発活動を推進いたしました。また、当社と株式会社ＮＴＴフ
ァシリティーズ、株式会社エイ．ブレインの３社共同で、自動販売機の新たな据付方法として、免
震と制震の機能を有した「地震時転倒防止システム」を開発し、三国自販機サービス株式会社にお
いて８月より全国販売を開始いたしました。その他の事業のうちワイン部門におきましては、三国
ワイン株式会社が平成15年にフランスブルゴーニュ地方のメゾン・ジョセフ・ドルーアン社と日本
国内における独占販売契約を締結し、商品力の強化を図ってまいりました。 
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,337億83百万円（前期比4.8％増）、営業利益53
億58百万円（前期比39.7％増）、経常利益51億55百万円（前期比35.0％増）、当期純利益8億7百万円
（前期比65.9％減）となりました。 
 

(2) 次期の見通し 
次期の見通しにつきましては、「経営方針 ５．会社の対処すべき課題」に記載のとおりでありま
す。 
次期の連結業績につきましては、売上高1,370億円（前期比2.4％増）、営業利益54億円（前期比0.8％
増）、経常利益52億円（前期比0.9％増）、当期純利益27億円（前期比234.3％増）を見込んでおりま
す。 
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２．財政状態 

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業
活動の結果得られた資金により必要な投資活動を行い、かつ配当金の支払及び消却を目的とした自

己株式の取得等株主還元を行った結果、前連結会計年度末に比べ 19 億 15 百万円（28.2％）減少し、
48 億 68 百万円となりました。 

当連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は 21 億 57 百万円となりました。これは主に税金等調整前当期純利

益 20 億 55 百万円、減価償却費 71 億 65 百万円、退職給付引当金の減少 54億 64 百万円等によるも
のであります。なお、前期と比べ 76 億 79 百万円（78.1％）の収入減となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動に使用した資金は 23 億 85 百万円となりました。これは販売機器等固定資産の取得によ
る支出 80 億 89 百万円、固定資産の売却による収入 13 億 16 百万円、投資有価証券の売却による収

入 24 億 11 百万円、貸付金の減少 10 億 7 百万円等によるものです。なお、前期と比べ 72 億 30 百
万円（75.2％）の支出減となっております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動に使用した資金は 16 億 86 百万円となりました。これは自己株式の取得 6 億 8 百万円、
配当金の支払額 10 億 78 百万円によるものです。なお、前期と比べ 11 億 80 百万円（41.2％）の支

出減となっております。 
 



連結－9 

連 結 貸 借 対 照 表 
（百万円未満切捨て表示） 

当連結会計年度(Ａ) 
(平成 16 年 12 月 31 日現在) 

前連結会計年度(Ｂ) 
(平成 15 年 12 月 31 日現在) 

比較増減 
(Ａ)―(Ｂ) 

期  別 
 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
   ％  ％  
 流 動 資 産 ( 32,499) ( 43.7) ( 31,094) ( 39.4) (   1,404) 
 現 金 及 び 預 金  4,869    6,793   △ 1,923 
資 受取手形及び売掛金  8,136    7,762    373 
 有 価 証 券  605    706   △ 101 
 た  な  卸  資  産  4,896    4,612    284 
 未 収 入 金  4,228    2,436    1,792 
 短 期 貸 付 金  5,316    6,324   △ 1,007 
産 そ の 他  4,467    2,503    1,963 
 貸 倒 引 当 金  △ 21    △ 44    22 
 固 定 資 産 ( 41,794) ( 56.3) ( 47,793) ( 60.6) (△ 5,999) 
 有形固定資産 ※1 ( 31,986) ( 43.1) ( 32,387) ( 41.1) (△ 400) 
 建 物 及び構築 物  8,526    9,242   △ 715 
の 機械装置及び運搬具  1,308    1,447   △ 139 
 販 売 機 器  12,727    12,270    457 
 土 地  8,008    8,471   △ 463 
 建 設 仮 勘 定  661    2    658 
 そ の 他  754    952   △ 197 
部 無 形 固 定 資 産 ( 1,217) ( 1.6) ( 1,268) ( 1.6) (△ 51) 
 投資その他の資産 ( 8,589) ( 11.6) ( 14,137) ( 17.9) (△ 5,547) 
 投資有価証券※2  4,865    7,517   △ 2,651 
 そ の 他  3,839    6,723   △ 2,883 
 貸 倒 引 当 金  △ 115    △ 103   △ 11 
 資 産 合 計  74,293  100.0  78,888  100.0 △ 4,595 
 流 動 負 債 ( 10,421) ( 14.0) ( 9,739) ( 12.4) (   682) 
負 支払手形及び買掛金  3,750    3,115    634 
 未 払 法 人 税 等  489    902   △ 413 
債 未 払 費 用  4,114    3,997    116 
 そ の 他  2,067    1,722    345 
の 固 定 負 債 ( 1,865) ( 2.5) ( 6,260) ( 7.9) (△ 4,395) 
 退 職 給付引当 金  164    5,629   △ 5,464 
部 役 員 退職引当 金  95    131   △ 36 
 そ の 他  1,604    499    1,105 
 負 債 合 計  12,287  16.5  15,999  20.3 △ 3,712 
 資 本 金 ( 5,407) ( 7.3) ( 5,407) ( 6.9) (   ―) 
資 資 本 剰 余 金 ( 5,357) ( 7.2) ( 5,357) ( 6.8) (   ―) 
本 利 益 剰 余 金 ( 51,219) ( 68.9) ( 52,107) ( 66.0) (△ 888) 
の その他有価証券評価差額金 ( 41) ( 0.1) ( 17) ( 0.0) (   23) 
部 自 己 株 式 (△ 20) (△ 0.0) (△ 2) ( 0.0) (△ 17) 
 資 本 合 計  62,005  83.5  62,888  79.7 △ 882 
 負債及び資本合計  74,293  100.0  78,888  100.0 △ 4,595 
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連 結 損 益 計 算 書                 
（百万円未満切捨て表示） 

比較増減 
(Ａ)―(Ｂ) 

期  別 

科  目 

当連結会計年度(Ａ) 
(平成 16 年 1 月 1 日～ 

平成 16 年 12 月 31 日) 

前連結会計年度(Ｂ) 
(平成 15 年 1 月 1 日～ 

平成 15 年 12 月 31 日) 金  額 増減率 

       ％ 
売 上 高  133,783  127,710  6,073  4.8 
売 上 原 価  79,400  75,349  4,050  5.4 

売 上 総 利 益  54,383  52,360  2,022  3.9 
販 売費及び一般管理費   ※ 1  49,025  48,525  499  1.0 

営 業 利 益  5,358  3,834  1,523  39.7 
営 業 外 収 益 ( 330) ( 782) (△ 451)(△ 57.8)
受 取 利 息  65  92 △ 26   
受 取 配 当 金  34  26  7   
投 資 有 価 証 券 売 却 益  79  119 △ 39   
受 取 賃 貸 料  31  12  19   
持 分 法 による 投資 利 益  55  217 △ 161   
容 器 保 証 金 取 崩 差 益  0  69 △ 69   
連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ―  125 △ 125   
雑 収 入  63  118 △ 55   

営 業 外 費 用 ( 533) ( 797) (△ 263)(△ 33.1)
支 払 利 息  0  0 △ 0   
固 定 資 産 処 分 損  438  630 △ 191   
雑 損 失  94  166 △ 71   
経 常 利 益  5,155  3,820  1,335  35.0 

特 別 利 益 ( 1,114) ( 359) ( 755)( 210.6)
固 定 資 産 売 却 益 ※2  738  147  591   
移 転 補 償 金  109  87  21   
解 体 費 用 補 償 金  247  ―  247   
貸 倒 引 当 金 戻 入 益  18  16  2   
損 害 賠 償 請 求 和 解 金  ―  50 △ 50   
関 連 会 社 持 分 変 動 益  ―  57 △ 57   

特 別 損 失 ( 4,214) ( 135) ( 4,078) ( 3,010.6)
厚 生 年 金 基 金 解 散 損  3,618  ―  3,618  
固 定 資 産 除 却 損 ※3  277  66  210   
固 定 資 産 売 却 損 ※4  17  10  6   
新 札 対 応 費 用  151  ―  151  
新 潟 水 害 損 失  65  ―  65  
中 越 地 震 損 失  40  ―  40  
投 資 有 価 証 券 評 価 損  26  7  18   
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  17  12  5   
転 籍 一 時 金  ―  31 △ 31  
会 員 権 評 価 損  ―  2 △ 2   
会 員 権 売 却 損  ―  5 △ 5   

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,055  4,043 △ 1,987 △ 49.2 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  611  1,497 △ 886 △ 59.2 
法 人 税 等 調 整 額  637  93  543  578.6 
少 数 株 主 利 益  ―  85 △ 85  ― 
当 期 純 利 益  807  2,366 △ 1,558 △ 65.9 
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連 結 剰 余 金 計 算 書                 
（百万円未満切捨て表示） 

期  別 

科  目 

当連結会計年度(Ａ) 
(平成 16 年 1 月 1 日～ 

平成 16 年 12 月 31 日) 

前連結会計年度(Ｂ) 
(平成 15 年 1 月 1 日～ 

平成 15 年 12 月 31 日) 

比較増減 
(Ａ)－(Ｂ) 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）       

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ( 5,357) ( 5,357) ( ―) 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ( 5,357) ( 5,357) ( ―) 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）       

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ( 52,107) ( 52,037) ( 70) 

利 益 剰 余 金 増 加 高 ( 807) ( 2,366) (△ 1,558) 

当 期 純 利 益  807  2,366  △ 1,558 

利 益 剰 余 金 減 少 高 ( 1,695) ( 2,295) (△ 599) 

配 当 金  1,078  1,089  △ 10 

役 員 賞 与  27  35  △ 8 

自 己 株 式 処 分 差 損  ―  34  △ 34 

自 己 株 式 消 却 額  590  1,135  △ 545 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ( 51,219) ( 52,107) (△ 888) 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

（百万円未満切捨て表示） 

期  別 

科  目 

当連結会計年度(Ａ) 
(平成 16 年 01 月 11 日～ 
平成 16 年 12月31日)  

前連結会計年度(Ｂ) 
(平成 15 年 01 月 11 日～ 
平成 15 年 12月31日)  

比較増減 

(Ａ)－(Ｂ) 

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー       
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,055  4,043 △ 1,987 
減 価 償 却 費  7,165  7,381 △ 216 
固 定 資 産 除 却 損  791  696  94 
固 定 資 産 売 却 益 △ 738 △ 147 △ 591 
固 定 資 産 売 却 損  17  10  6 
会 員 権 売 却 損  0  5 △ 4 
会 員 権 評 価 損  ―  2 △ 2 
役 員 退 職 引 当 金 の 減 少 額 △ 36 △ 20 △ 15 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 5,464  438 △ 5,902 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 79 △ 119  39 
投 資 有 価 証 券 売 却 損  1  17 △ 15 
投 資 有 価 証 券 評 価 損  26  7  18 
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 △ 11 △ 208  197 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 100 △ 118  18 
支 払 利 息  0  0 △ 0 
長 期 未 払 金 の 増 加 額  1,084  ―  1,084 
売 上 債 権 の 増 加 額 △ 373 △ 402  29 
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ 282 △ 405  123 
仕 入 債 務 の 増 加 額  634  138  496 
そ の 他 △ 1,075 △ 314 △ 760 

小        計  3,613  11,002 △ 7,389 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  102  119 △ 17 
利 息 の 支 払 額 △ 0 △ 0  0 
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,558 △ 1,285 △ 272 
営業活動によるキャッシュ・フロー  2,157  9,836 △ 7,679 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー       
定期預金の払い戻しによる収入  8  3  5 
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 0 △ 0  0 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入  700  200  500 
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 8,089 △ 8,000 △   89 
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入  1,316  2,183 △ 866 
投資有価証券の取得による支出 △ 213 △ 1,152  938 
投資有価証券の売却による収入  2,411  1,119  1,292 
会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入  22  2  19 
貸 付 金 の 増 減 額  1,007 △ 5,378  6,386 
特定債権信託受益権の取得による支出 △ 500  ― △ 500 
特定債権信託受益権の回収による収入  976  963  13 
そ の 他 △ 24  443 △ 468 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,385 △ 9,616  7,230 

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー       
短 期 借 入 金 の 減 少 額  ― △ 40  40 
親会社による配当金の支払額 △ 1,078 △ 1,089  10 
少数株主への配当金の支払額  ― △ 14  14 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 608 △ 1,723  1,115 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,686 △ 2,867  1,180 

Ⅳ. 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 △ 1,915 △ 2,647  731 
Ⅴ. 現金及び現金同等物の期首残高  6,784  9,431 △ 2,647 
Ⅵ. 現金及び現金同等物の期末残高  4,868  6,784 △ 1,915 
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（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 全ての子会社を連結の範囲に含めております。 
 当該子会社は、三国フーズ㈱、三国サービス㈱、三国自販機サービス㈱、三国ロジテク㈱、三国
アセプティック㈱、クリスタルコーヒー㈱、三国ベンディングオペレーション㈱、三国ワイン㈱、
新三国モーターズ・サービス㈱、㈱サルーテであります。 
  

２．持分法の適用に関する事項 
 関連会社はコカ・コーライーストジャパンプロダクツ㈱の１社であり、持分法を適用しておりま
す。 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と同一であります。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの … 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 
時価のないもの … 移動平均法による原価法によっております。 
 
たな卸資産 主として総平均法による低価法によっております。 
 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法によっております。 
但し、平成 10 年４月１日以降取得の建物（附属設備を除く）については、定額法によっており
ます。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物及び構築物 15 年～50 年 
機械装置及び運搬具 4 年～10 年 
販売機器 5 年～ 6 年 
 
無形固定資産 
定額法によっております。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。 
 

(3)重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
 
役員退職引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 
 

 
(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
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(5)重要なリース取引の処理方法 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 
ヘッジ会計方法 
 振当処理によっております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段…為替予約 
 ヘッジ対象…外貨建輸入債務及び予定取引 
ヘッジ方針 
 事業計画、商品仕入計画に基づき、外貨建輸入債務及び予定取引の範囲内でヘッジを行って 
 おります。 
ヘッジ有効性評価の方法 
 実行時の当該商品のポジションを把握し、ヘッジ手段の相場変動の累計とを比較して両者の 
 変動額等を基準にして判断しております。 
 

(7)消費税等の会計処理方法 
 税抜方式によっております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
 連結調整勘定は、僅少なものを除き５年間で均等償却しております。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づ
いて作成しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書上の資金（現金及び現金同等物）には、手許現金及び要求払い預
金のほか、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か
つ、価格変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上しております。 
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（注 記 事 項） 
 

（連結貸借対照表関係） 
 当連結会計年度末(平成16年12月31日現在) 前連結会計年度末(平成15年12月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額  57,411百万円 有形固定資産の減価償却累計額  58,357百万円 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

 投資有価証券 1,101百万円 投資有価証券 1,048百万円 

３ 関連会社の銀行借入金に対する保証 400百万円 関連会社の銀行借入金に対する保証 450百万円 
   
 

 
（連結損益計算書関係） 
 当連結会計年度(平成16年1月1日～平成16年12月31日)前連結会計年度(平成15年1月1日～平成15年12月31日)

※１ 
 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 
金額は次のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び 
金額は次のとおりであります。 

 百万円 百万円 
 従 業 員 人 件 費 14,063 従 業 員 人 件 費 12,331 
 退 職 給 付 費 用 1,221 退 職 給 付 費 用 1,597 
 広告宣伝費・販売促進費 4,210 広告宣伝費・販売促進費 5,094 
 販 売 手 数 料 9,823 販 売 手 数 料 9,055 
 減 価 償 却 費 6,504 減 価 償 却 費 5,804 
 支 払 作 業 料 5,118 支 払 作 業 料 6,528 
 役員退職引当金繰入額 39 役員退職引当金繰入額 38 
 
※２ 固定資産売却益は、土地の売却によるものです。 

 
固定資産売却益は、土地の売却によるものです。 

※３ 
 

固定資産除却損は、主として建物、機械装置の 
除却によるものです。 

固定資産除却損は、主として建物、機械装置の 
除却によるものです。 

※４ 
 

固定資産売却損は、建物の売却によるものです。 
 

固定資産売却損は、建物の売却によるものです。 
 

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 当連結会計年度末(平成16年12月31日現在) 前連結会計年度末(平成15年12月31日現在) 

１ 
 

 現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と、連結貸借対
照表に掲記されている科目の金額との関係 

 百万円 百万円 

 現金及び預金勘定 4,869 現金及び預金勘定 6,793 

 
預入期間が 3ヶ月を超える 
定期預金 

△  1 預入期間が 3ヶ月を超える 
定期預金 △  9 

 現金及び現金同等物 4,868 現金及び現金同等物 6,784 
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（リース取引関係） 
 
ＥＤＩＮＥＴにより有価証券報告書の開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 

（デリバティブ取引関係） 
 
ＥＤＩＮＥＴにより有価証券報告書の開示を行うため、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
 

Ⅰ．前連結会計年度（平成 15 年 12 月 31 日） 
 
 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 （百万円未満切捨て表示） 

 種類 取得原価 連結貸借対照

表計上額 

差額 

(１)株式 

(２)債券 

  国債・地方債 

   社債 

  その他 

５０８ 

 

１９９ 

１，０００ 

１，９００ 

６３７ 

 

１９９ 

１，０１７ 

１，９１１ 

１２８ 

 

０ 

１７ 

１１ 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

小計 ３，６０８ ３，７６６ １５７ 

(１)株式 

(２)債券 

   その他 

８０７ 

 

８００ 

７０９ 

 

７７１ 

△９７ 

 

△２８ 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

小計 １，６０７ １，４８１ △１２６ 

合計 ５，２１６ ５，２４７ ３０ 

   （注）当連結会計年度において、投資有価証券について 7百万円の減損処理を行っております。なお、 
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて 50％以上下落した場合には回復 
可能性がある場合を除き減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には投資先、回復可能性等 
を考慮して減損処理を行っております。 

 

 ２．当連結会計期間中に売却したその他有価証券（自 平成 15 年 1 月 1 日 至 平成 15 年 12 月 31 日） 

 （百万円未満切捨て表示） 

売 却 額 売却益の合計 売却損の合計 

１，１１９ １１９ １７ 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券 

 （百万円未満切捨て表示） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  非上場株式 

 

１，９２８ 

 

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 （百万円未満切捨て表示） 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

１． 債券 

(1) 国債・地方債 

(2) 社債 

(3) その他 

 

１９９ 

５０６ 

－ 

 

－ 

５１１ 

１００ 

 

－ 

－ 

１，８１０ 

 

－ 

－ 

７７１ 

合 計 ７０６ ６１２ １，８１０ ７７１ 
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Ⅱ．当連結会計年度（平成 16 年 12 月 31 日） 
 

 １．その他有価証券で時価のあるもの 

 （百万円未満切捨て表示） 

 種類 取得原価 連結貸借対照

表計上額 

差額 

(１)株式 

(２)債券 

  国債・地方債 

   社債 

  その他 

８９０ 

 

２００ 

５００ 

４００ 

９７２ 

 

２００ 

５０４ 

４０７ 

８２ 

 

０ 

４ 

７ 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

小計 １，９９０ ２，０８５ ９４ 

(１)株式 

(２)債券 

   その他 

７３ 

 

３００ 

５９ 

 

２８９ 

△１３ 

 

△１０ 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

小計 ３７３ ３４８ △２４ 

合計 ２，３６３ ２，４３３ ７０ 

   （注）当連結会計年度において、投資有価証券について 26 百万円の減損処理を行っております。なお、 
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べて 50％以上下落した場合には回復 
可能性がある場合を除き減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には投資先、回復可能性等 
を考慮して減損処理を行っております。 

 

 ２．当連結会計期間中に売却したその他有価証券（自 平成 16 年 1 月 1 日 至 平成 16 年 12 月 31 日） 

 （百万円未満切捨て表示） 

売 却 額 売却益の合計 売却損の合計 

４１１ ７９ １ 

 

 ３．時価評価されていない主な有価証券 

 （百万円未満切捨て表示） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  非上場株式 

 

１，９３５ 

 

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

 （百万円未満切捨て表示） 

 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

１． 債券 

(1) 国債・地方債 

(2) 社債 

(3) その他 

 

－ 

５０４ 

１００ 

 

２００ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

３０６ 

 

－ 

－ 

２８９ 

合計 ６０５ ２００ ３０６ ２８９ 
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（退職給付関係） 

 前連結会計年度（自平成 15 年 1 月 1 日 至平成 15 年 12 月 31 日） 

１． 採用している退職給付制度の概要 
 当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退職年金制
度及び退職一時金制度を採用しております。また、一部の子会社は中小企業退職金共済制度を
採用しております。また、従業員の退職に際し臨時に特別退職金等を支払う場合があります。 
 

２． 退職給付債務及びその内訳（平成 15 年 12 月 31 日） 
 退職給付債務 △25,124 百万円 
 年金資産 13,474 百万円 
 未積立退職給付債務 △11,650 百万円 
 未認識数理計算上の差異 6,608 百万円 
 未認識過去勤務債務（債務の減額） △   588 百万円 
 退職給付引当金 △ 5,629 百万円 

（注） １．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 
 ２． 当社は平成14年 12月１日に厚生労働大臣から厚生年金基金の代行部分に係る支給義

務の停止の認可を受けております。当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報
告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号）第 47-2 項に定める経過措置
を適用し、代行部分に係る退職給付債務と返還相当額の年金資産を消滅したものとし
て処理しております。なお、期末日現在の返還相当額（最低責任準備金）は 7,231 百
万円であります。 

  
３． 退職給付費用及びその内訳（平成 15 年 1 月 1 日～平成 15 年 12 月 31 日） 

 勤務費用 518 百万円 
 利息費用 554 百万円 
 期待運用収益 △277 百万円 
 数理計算上の差異の費用処理額 886 百万円 
 過去勤務債務の費用処理額 △74 百万円 
 転籍一時金 31 百万円 
 退職給付費用 1,639 百万円 

（注） １． 厚生年金基金に対する従業員拠出額及び出向先負担額を控除しています。 
 ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しています。 

 ３. 中小企業退職金共済制度への拠出額 27 百万円は勤務費用に計上しています。 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（1）割引率 2.3％ 
（2）期待運用収益率 2.5％ 
（3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
（4）過去勤務債務の額の処理年数 10 年 
（5）数理計算上の差異の処理年数 10 年 

（注） １． 過去勤務債務の額の処理方法は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法であります。 

２． 数理計算上の差異の処理方法は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法であります。 
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 当連結会計年度（自平成 16 年 1 月 1 日 至平成 16 年 12 月 31 日） 

１． 採用している退職給付制度の概要 
 当社及び一部の連結子会社は、従来より確定給付型の制度として厚生年金基金制度、適格退
職年金制度及び退職一時金制度を採用しておりましたが、厚生年金基金につきましては平成 16
年 9 月 30 日付けで厚生労働省より解散認可を受け同日をもって解散いたしました。これに代
わり、平成 16 年 10 月 1 日より確定拠出型の制度として企業型年金規約に基づく企業型年金制
度へ移行しました。また、一部の連結子会社は中小企業退職金共済制度を採用しております。
また、従業員の退職に際し臨時に特別退職金等を支払う場合があります。 
 

２． 退職給付債務及びその内訳（平成 16 年 12 月 31 日） 
 退職給付債務 △ 352 百万円 
 年金資産 187 百万円 
 未積立退職給付債務 △ 164 百万円 
 退職給付引当金 △ 164 百万円 
 

（注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 
 

３． 退職給付費用及びその内訳（平成 16 年 1 月 1 日～平成 16 年 12 月 31 日） 
 勤務費用 429 百万円 
 利息費用 428 百万円 
 期待運用収益 △249 百万円 
 数理計算上の差異の費用処理額 580 百万円 
 過去勤務債務の費用処理額 △55 百万円 
 確定拠出年金に係る要拠出額等 113 百万円 
 厚生年金基金解散損 3,618 百万円 
 退職給付費用 4,864 百万円 

（注） １．厚生年金基金に対する従業員拠出額及び出向先負担額を控除しています。 
 ２． 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は勤務費用に計上しています。 

 ３．中小企業退職金共済制度への拠出額 37 百万円は勤務費用に計上しています。  
  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（平成16年1月1日～平成16年9月30日） 

(1)割引率 2.3％ 
(2)期待運用収益率 2.5％ 
(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 
(4)過去勤務債務の処理年数 10年 
(5)数理計算上の差異の処理年数 10年 

 
  (注) 1. 上記計算の基礎に関する事項は、厚生年金基金が解散する平成16年9月30日までの

ものです。 
     2. 過去勤務債務の処理方法は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法であります。 
3. 数理計算上の差異の処理方法は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数による定額法であります。 
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(税効果関係の注記) 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 (平成 16 年 12 月 31 日現在) (平成 15 年 12 月 31 日現在) 
繰延税金資産   
① 流動資産 

税務上の繰越欠損金 1,523 百万円 ― 百万円 
未払費用否認 91 百万円 116 百万円 
未払事業税否認 37 百万円 76 百万円 
その他      64 百万円       51 百万円  

繰延税金資産合計 1,717 百万円 244 百万円 
繰延税金負債との相殺  △  41 百万円   △   2 百万円  

繰延税金資産の純額   1,675 百万円      241 百万円  
② 固定資産 

固定資産除却損否認 99 百万円 111 百万円 
少額資産否認 26 百万円 24 百万円 
営業権償却超過額 49 百万円 86 百万円 
投資有価証券評価損否認 173 百万円 170 百万円 
退職給付引当金損金算入限度超過額 65 百万円 2,229 百万円 
長期未払金否認 599 百万円 ― 百万円 
役員退職引当金否認 38 百万円 53 百万円 
税務上の繰越欠損金 60 百万円 84 百万円 
その他      83 百万円      86 百万円  

繰延税金資産小計 1,195 百万円 2,847 百万円 
評価性引当額  △ 338 百万円   △ 89 百万円  
繰延税金資産合計 856 百万円 2,757 百万円 
繰延税金負債との相殺  △ 247 百万円   △  65 百万円  

繰延税金資産の純額     609 百万円    2,692 百万円  
 
繰延税金負債 
① 流動負債 

繰延税金負債 △  42 百万円 △   2 百万円 
繰延税金資産との相殺      41 百万円        2 百万円  

繰延税金負債の純額  △   0 百万円      ― 百万円  
② 固定負債 

固定資産圧縮積立金 △  46 百万円 △  49 百万円 
特別掛金支払額認容  △ 180 百万円  ― 百万円  
その他  △  30 百万円   △  23 百万円  

繰延税金負債合計 △ 257 百万円 △  72 百万円 
繰延税金資産との相殺     247 百万円       65 百万円  

繰延税金負債の純額  △  10 百万円   △   7 百万円  
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
 (平成 16 年 12 月 31 日現在) (平成 15 年 12 月 31 日現在) 
法定実効税率 40.3％ 41.7％ 
( 調 整 )  
欠損金子会社の未認識税務利益 1.3％ 0.6％ 
税務上の繰越欠損金の利用 △ 2.2％ △ 3.1％ 
交際費等永久に損金に算入されない項目 5.9％ 2.8％ 
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.3％ △ 0.1％ 
住民税均等割 1.7％ 0.9％ 
税率変更による減額修正 ― ％ 2.3％ 
評価性引当額 13.5％ ― ％ 
持分法投資損益 △ 1.0％ △ 2.7％ 
連結調整勘定償却 ― ％ △ 1.2％ 
持分変動益 ― ％ △ 0.6％ 
その他       1.5％     △ 1.2％  
税効果会計適用後の法人税等の負担率      60.7％       39.4％  
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セ グ メ ン ト 情 報 
 
 
１.  事業の種類別セグメント別情報 
 

前連結会計年度（自平成 15 年 1 月 1 日 至平成 15 年 12 月 31 日）及び当連結会計年度（自平成 16
年 1 月 1 日 至平成 16 年 12 月 31 日） 
 
全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める清涼飲料
事業の割合がいずれも 90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
 

２.  所在地別セグメント情報 
 
前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社およ
び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 
 

３.  海外売上高 
 
前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 
 
 
 

生産、受注及び販売の状況 
 
 
１.  生産実績 

 
当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

（百万円未満切捨て表示） 
当 連 結 会 計 年 度  

事業の種類別セグメントの名称 自 平成 16 年 1 月 1 日 
至 平成 16 年 12 月 31 日 

前連結会計年度比 

清 涼 飲 料 事 業 4,173 10.1 ％ 

合 計 4,173 10.1 ％ 
（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

２.  受注状況 
 
受注生産は行なっておりません。 
 

３.  販売実績 
 
当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（百万円未満切捨て表示） 
当 連 結 会 計 年 度  

事業の種類別セグメントの名称 自 平成 16 年 1 月 1 日 
至 平成 16 年 12 月 31 日 

前連結会計年度比 

清 涼 飲 料 事 業 126,423 4.0 ％ 

そ の 他 の 事 業 7,360 20.4 ％ 

合 計 133,783 4.8 ％ 
（注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
（注） ２．相手先販売実績において、総販売実績に対する当該割合が10％を超える相手先はありません。 
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関 連 当 事 者 と の 取 引 
 

前連結会計年度(自平成 15 年 1 月 1 日 至平成 15 年 12 月 31 日) 

 
１．親会社及び法人主要株主等 
 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 資 本 金 
事 業 の 
内 容 

議決権の所有 
(被所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

取 引 内 容 
取 引 
金 額 

科 目 
期 末 
残 高 

その他の 
関係会社 

三井物産㈱ 
東京都 
千代田区 

百万円 
 

192,487 
 

貿易業 
売買業 
問屋業 

 
被所有 
直接 32.2％ 

 

兼任 4 名 
転籍 3 名 

 
原材料、 
自動販売機 
等の仕入

 
自動販売機等 
の購入 

 

百万円 
1,522 

 
 

百万円 
― 

 
(注)取引条件及び取引の決定方針 
 価格その他の条件については、毎期価格交渉の上一般取引と同様に決定しております。取引条件的に劣るこ
とはありません。 
 
２．子会社等 
 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 資 本 金 
事業の 
内 容 

議決権の所有 
(被所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

取 引 内 容 
取 引 
金 額 

科 目 
期 末 
残 高 

関連会社 
ｺｶ･ｺｰﾗ 
ｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ㈱ 

東京都 
港区 

百万円 
 
 
 

4,000 製造業 

 
所有 
直接 25.0％ 

 

兼任 3 名 
商品の仕入 
製造の委託 

 
製造用資産の賃貸 
 
 
商品の仕入 
 
 
固定資産の売却 
債務保証 

百万円 
1,383 

 
 

61,380 
 
 

1,809 
450 

 
未収入金 
その他 
(流動負債)
買掛金 
未払費用 
未収入金 
 
 

百万円 
21 
76 
 

545 
12 
203 
― 
― 

 
(注)取引条件及び取引の決定方針 
 製造用資産（土地・建物）の賃貸については、当社の費用積算額及び近隣の相場を勘案して、適正な金額を
請求しております。 
 商品の仕入については、製造に係る費用等を勘案し、価格交渉の上決定しております。 
 コカ・コーライーストジャパンプロダクツ㈱の銀行借入額 1,800 百万円の内 450 百万円を債務保証しており
ます。 
 

３．兄弟会社等 
 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 資 本 金 
事 業 の 
内 容 

議決権の所有 
(被所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

取 引 内 容 
取 引 
金 額 

科 目 
期 末 
残 高 

その他の 
関係会社
の子会社 

物産ｸﾚｼﾞｯﾄ㈱ 
東京都 
千代田区 

百万円 
 

2,000 

ﾌｧｲﾅﾝｽ業務 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 
業務 

な し 転籍 1名 な し 資金の貸付 

百万円 
 

19,700 
 
 

 
その他 
(流動資産)

百万円 
 

6,000 
 
 

 
(注)取引条件及び取引の決定方針 
 貸付金利率その他の条件については、市中金利水準を参考にして都度個別に交渉の上、決定しております。 
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当連結会計年度(自平成 16 年 1 月 1 日 至平成 16 年 12 月 31 日) 

 
１．子会社等 
 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 資 本 金 
事業の 
内 容 

議決権の所有 
(被所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高 

関連会社 
ｺｶ･ｺｰﾗ 
ｲｰｽﾄｼﾞｬﾊﾟﾝ 
ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ㈱ 

東京都 
港区 

百万円 
 

4,000 
 
 

製造業 

 
所有 
直接 25.0％ 

 

兼任 2 名 
転籍 1 名 

商品の仕入 
製造の委託 

 
製造用資産の賃貸 
商品の仕入 
 
債務保証 

百万円 
1,105 
64,451 

 
400 

 
未収入金 
買掛金 
未収入金 

 

百万円 
28 

1,059 
445 
― 

 
(注)取引条件及び取引の決定方針 
 製造用資産（土地・建物）の賃貸については、当社の費用積算額及び近隣の相場を勘案して、適正な金額を
請求しております。 
 商品の仕入については、製造に係る費用等を勘案し、価格交渉の上決定しております。 
 コカ・コーライーストジャパンプロダクツ㈱の銀行借入額 1,600 百万円の内 400 百万円を債務保証しており
ます。 
 

２．兄弟会社等 
 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 の 
名 称 

住 所 資 本 金 
事 業 の 
内 容 

議決権の所有 
(被所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上の 
関係 

取 引 内 容 
取 引 
金 額 

科 目 
期 末 
残 高 

その他の 
関係会社
の子会社 

物産ｸﾚｼﾞｯﾄ㈱ 
東京都 
千代田区 

百万円 
 

2,000 

ﾌｧｲﾅﾝｽ業務 

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 
業務 

な し な し な し 資金の貸付 

百万円 
 

7,700 
 
 

 
その他 
(流動資産)

百万円 
 

5,000 
 
 

 
(注)取引条件及び取引の決定方針 
 貸付金利率その他の条件については、市中金利水準を参考にして都度個別に交渉の上、決定しております。 
 


